
Ⅱ 岡山大学教育学部規程

平成１６年４月１日

岡大教規程第１号

（趣旨）

， （ 。 「 」第１条 この規程は 国立大学法人岡山大学管理学則 平成16年岡大学則第１号 以下 管理学則

という 及び岡山大学学則 平成16年岡大学則第２号 に基づき 岡山大学教育学部 以下 本。） （ ） ， （ 「

学部」という ）に関し，必要な事項を定める。。

（本学部の目的）

第２条 本学部は，管理学則に示す大学の目的を達成するとともに，教育の理論及び実際を教授研

究し，学校教育の分野等で活躍する有為な人材を養成することを目的とする。

（自己評価等）

第３条 本学部は，本学部に係る点検及び評価（以下「自己評価」という ）を行い，その結果を。

公表する。

， 。２ 前項の自己評価については 本学の教職員以外の者による検証を受けるよう努めるものとする

３ 自己評価に関し必要な事項は，別に定める。

（教育研究等の状況の公表）

第４条 本学部は，教育研究及び組織運営の状況等について，定期的に公表する。

（組織的研修等）

第５条 本学部は，教員の教育内容及び教育方法の改善を図るため，組織的な研究及び研修を実施

する。

（副学部長）

第６条 本学部に副学部長を置く。

２ 副学部長に関し，必要な事項は，別に定める。

（課程）

第７条 本学部に次の課程を置く。

学校教育教員養成課程

養護教諭養成課程

（附属学校）

第８条 本学部に，附属学校を置く。

２ 附属学校に関する規程は，別に定める。

（協力学校等）

第９条 研究及び実習の目的のために公立又は私立の学校，保育所及びその他の福祉施設を協力学

校，協力保育所及び協力福祉施設として設けることができる。

（教育課程）

第10条 本学部の教育課程は，教養教育科目及び専門科目により編成する。

２ 教養教育科目の授業科目名等は，別表第１に掲げるとおりとする。

３ 専門科目は，次の各号に掲げる科目とし，第１号から第６号までの科目は，別表第２から別表

第７までの科目で構成する。

一 教職に関する科目

二 教科に関する科目

三 教職に関する科目に準ずる科目

四 特別支援教育に関する科目

五 保育士に関する科目

六 養護に関する科目



七 その他本学部が定める専門科目

八 卒業研究

４ 専門科目は，第７条及び次条に定めるコース及び専修の別に従い，その履修形態により学部科

目，課程科目，コース科目，専修科目及び自由選択科目に区分する。

（コース及び専修）

第11条 学校教育教員養成課程に次のコース及び専修を置き，小学校教育コース及び中学校教育コ

ースの学生は，いずれかの専修に所属するものとする。

小学校教育コース

， ， ， ， ， ，教育学専修 教育心理学専修 国語教育専修 社会科教育専修 数学教育専修 理科教育専修

音楽教育専修，美術教育専修，保健体育専修，家政教育専修，英語教育専修

中学校教育コース

， ， ， ， ， ，国語教育専修 社会科教育専修 数学教育専修 理科教育専修 音楽教育専修 美術教育専修

保健体育専修，技術教育専修，家政教育専修，英語教育専修，教育学専修，教育心理学専修

障害児教育コース

幼児教育コース

２ 前項に定める中学校教育コースの教育学専修及び教育心理学専修については，第２年次から

所属できるものとし，その取扱いは，第３１条の規定によるものとする。

（開講科目等の公示）

第12条 各年度において開講する教養教育科目及び専門科目の授業科目名，時間数，単位数，担当

教員等については，学年の始めに公示する。

（成績評価基準）

第13条 各授業における授業の方法及び計画並びに成績評価基準については，講義要覧等により学

年の始めに公表する。

（単位の計算方法）

第14条 本学部における単位の計算方法は，次の基準によるものとする。

一 講義及び演習については，15時間又は30時間の授業をもって１単位とする。

二 実験，実習及び実技については，30時間から45時間までの授業をもって１単位とする。ただ

し，芸術等の分野における個人指導による実技の授業については，それに必要な学修等を考慮

して，別に定める。

三 卒業研究については，それに必要な学修等を考慮して，６単位とする。

（履修方法）

， 。第15条 学生は 各学期毎に履修しようとする科目を学部長に届け出て承認を得なければならない

２ 学生が，本学の他の学部の授業科目を履修しようとするときは，学部長を経て，当該学部長に

願い出て許可を受けなければならない。

３ 学生が，他の大学の授業科目の履修を希望するときは，指導教員の承認を得て，学部長に願い

出て許可を受けなければならない。

（教養教育科目の履修）

第16条 教養教育科目は，別表第８に定めるところにより，所定の単位以上を修得しなければなら

ない。

（専門科目の履修）

， ， 。第17条 専門科目は 別表第９に定めるところにより 所定の単位以上を修得しなければならない

２ 専門科目の授業科目名等は，別に示す。

（単位の認定及び成績の評価）

第18条 単位の認定は，第13条に規定する成績評価基準に照らし，授業時間の３分の２以上出席し

た者について，試験の成績等により，授業担当教員が行う。

２ 成績の評価は，優，良，可及び不可の評語をもって表し，優，良及び可を合格，不可を不合格

とする。ただし，必要と認める場合は，優，良及び可の評語に代えて，修了又は認定とすること



ができる。

（他の大学又は短期大学における修得単位の認定）

第19条 本学部において教育上有益と認めるときは，学生が他の大学又は短期大学において修得し

た単位を，本学部における授業科目の履修により修得したものとみなし，単位を認定することが

ある。

（入学前の既修得単位の認定）

第20条 本学部において教育上有益と認めるときは，学生が入学する前に，大学又は短期大学にお

いて修得した単位を，本学部における授業科目の履修により修得したものとみなし，単位を認定

することがある。

２ 前項の規定により，修得したものとして認定できる単位数は，転学，編入学等の場合を除き，

前条により本学部において修得したものとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとす

る。

（教育実習，養護実習及び保育実習）

第21条 教育実習，養護実習及び保育実習については，別に示す。その単位修得は，学部長が附属

学校長，協力学校長，協力保育所長又は協力福祉施設長の提出する資料に基づき判定する。

（卒業研究）

第22条 卒業研究については，別に示す。その単位修得は，指導教員の審査に基づき，関係教員の

合議により判定する。

（卒業）

第23条 本学部に４年以上在学し，別表第８及び第９の卒業要件単位数を修得した者について卒業

を認定する。

（教育職員免許状等）

第24条 本学部における教育課程の履修により，別表第10に示す種類の教育職員免許状の取得資格

を得ることができる。

２ 幼児教育コースにおいては，別に定める保育士資格取得履修要項により，保育士の資格を取得

することができる。

（転入学，編入学，転学部，学士入学及び再入学）

第25条 転入学，編入学，転学部，学士入学又は再入学を願い出た者については，選考の上，学年

の始めに許可することがある。

２ 転入学，編入学，転学部，学士入学又は再入学をした者の既修得単位及び在学期間は，審議の

上，認定するものとする。

（他の大学への転学及び受験）

第26条 本学部の学生が，他の大学へ転学を志望する場合は，審議の上，許可することがある。

２ 本学部の学生が，在学のまま新たに入学する者の例によって他の大学を受験する場合は，学部

長の許可を得なければならない。

（他学部への転学部）

第27条 本学部の学生で，本学の他の学部へ転学部を願い出た場合は，審議の上，許可することが

ある。

（留学）

第28条 学生が，外国の大学へ留学を希望するときは，指導教員の承認を得て，学部長に願い出て

許可を得なければならない。

２ 単位の認定については，第19条の規定を準用する。

（課程の変更）

第29条 本学部の学生で，本学部の他の課程へ転課程を願い出た者については，選考の上，学年の

始めに許可することがある。

第30条 削除

（コース又は専修の変更）

第31条 学校教育教員養成課程の学生で，コース又は専修の変更を願い出た者については，審議の



上，学年の始めに許可することがある。

（科目等履修生）

第32条 本学の学生以外の者で，本学部の授業科目の履修を志願する者があるときは，選考の上，

科目等履修生として入学を許可することがある。

２ 科目等履修生の取扱いについては，別に定める。

（特別聴講学生）

第33条 他の大学の学生で，本学部の特別聴講学生を志願する者があるときは，当該学生の所属す

る大学との協議に基づき許可することがある。

（研究生）

第34条 大学を卒業した者又はこれと同等以上の学力を有する者で，本学部において特定の事項に

ついて研究を希望する者があるときは，選考の上，学年の始めに研究生として入学を許可するこ

とがある。

２ 研究生の取扱いについては，別に定める。

（委託生）

第35条 教育委員会その他公の機関等から，その所属職員について，研修のため委託の願い出があ

るときは，審議の上，許可することがある。

（規程の改正）

第36条 この規程の改正は，教授会の議を経なければならない。

附 則

１ この規程は，平成16年４月１日から施行する。

２ 平成15年度以前の入学者については，岡山大学教育学部規程等を廃止する規程（平成16年岡大

） （ ）教規程第１号 により廃止される岡山大学教育学部規程 平成７年岡山大学教育学部規程第３号

の例による。

附 則

１ この規程は，平成18年４月１日から施行する。

２ 改正後の第７条の規定にかかわらず，総合教育課程は，平成18年３月31日に在学する学生が当

該課程に在学しなくなる日までの間，存続するものとする。

３ 改正後の岡山大学教育学部規程の規定にかかわらず，平成17年度以前の入学者については，な

お，従前の例による。

附 則

１ この規程は，平成19年４月１日から施行する。

２ 改正後の岡山大学教育学部規程の規定にかかわらず，平成18年度以前の入学者については，な

お，従前の例による。



別表第１ 教養教育科目の授業科目名等

科 目 区 分 授 業 科 目 単 位

ガイダンス科目

主 学問の世界

題 人間と社会

科 健やかに生きる

目 自然と技術 授業科目及び単位については，岡山大学教育開発センター長が学年

個 人文・社会科学 の始めに公示する。

別 自然科学

科 生命・保健科学

目 情報科学

外国語科目

別表第２ 教職に関する科目

(1) 教職の意義等に関する科目

(2) 教育の基礎理論に関する科目

(3) 教育課程及び指導法に関する科目

(4) 生徒指導，教育相談及び進路指導等に関する科目

(5) 総合演習

(6) 教育実習

(7) 養護実習

別表第３ 教科に関する科目

［国 語］ 国語学（音声言語及び文章表現に関するものを含む ）。

国文学（国文学史を含む ）。

漢文学

書道（書写を中心とする ）。

［社 会］ 日本史及び外国史

地理学（地誌を含む ）。

「法律学，政治学」

「社会学，経済学」

「哲学，倫理学，宗教学」

［地理歴史］ 日本史

外国史

人文地理学及び自然地理学

地誌

［公 民］ 「法律学（国際法を含む ，政治学（国際政治を含む 」。） 。）

「社会学，経済学（国際経済を含む 」。）

「哲学，倫理学，宗教学，心理学」

［数 学］ 代数学

幾何学

解析学

「確率論，統計学」

コンピュータ



［理 科］ 物理学

化学

生物学

地学

物理学実験（コンピュータ活用を含む ）。

化学実験（コンピュータ活用を含む ）。

生物学実験（コンピュータ活用を含む ）。

地学実験（コンピュータ活用を含む ）。

［音 楽］ ソルフェージュ

声楽（合唱及び日本の伝統的な歌唱を含む ）。

器楽（合奏及び伴奏並びに和楽器を含む ）。

指揮法

音楽理論，作曲法（編成法を含む ）及び音楽史（日本の伝統音楽及び諸民族の。

音楽を含む ）。

［美 術］ 絵画（映像メディア表現を含む ）。

彫刻

デザイン（映像メディア表現を含む ）。

工芸

美術理論及び美術史（鑑賞並びに日本の伝統美術及びアジアの美術を含む ）。

［工 芸］ 図法及び製図

デザイン

工芸制作（プロダクト制作を含む ）。

工芸理論，デザイン理論及び美術史（鑑賞並びに日本の伝統工芸及びアジアの工

芸を含む ）。

［保健体育］ 体育実技

「体育原理，体育心理学，体育経営管理学，体育社会学」及び運動学（運動方法

学を含む ）。

生理学（運動生理学を含む ）。

衛生学及び公衆衛生学

学校保健（小児保健，精神保健，学校安全及び救急処置を含む ）。

［保 健］ 「生理学，栄養学，微生物学，解剖学」

衛生学及び公衆衛生学

学校保健（小児保健，精神保健，学校安全及び救急処置を含む ）。

［技 術］ 木材加工（製図及び実習を含む ）。

金属加工（製図及び実習を含む ）。

機械（実習を含む ）。

電気（実習を含む ）。

栽培（実習を含む ）。

情報とコンピュータ（実習を含む ）。

［家 庭］ 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む ）。

被服学（被服製作実習を含む ）。

食物学（栄養学，食品学及び調理実習を含む ）。

住居学（製図を含む ）。

保育学（実習及び家庭看護を含む ）。

家庭電気・機械及び情報処理



［英 語］ 英語学

英米文学

英語コミュニケーション

異文化理解

別表第４ 教職に関する科目に準ずる科目

(1) 現代的課題

(2) 体験的学習

(3) 教科横断的思考・表現法

別表第５ 特別支援教育に関する科目

(1) 特別支援教育の基礎理論に関する科目

(2) 特別支援教育領域に関する科目

(3) 免許状に定められることとなる特別支援教育領域以外の領域に関する科目

(4) 心身に障害のある幼児，児童又は生徒についての教育実習

別表第６ 保育士に関する科目

(1) 保育の本質・目的の理解に関する科目

(2) 保育の対象の理解に関する科目

(3) 保育の内容・方法の理解に関する科目

(4) 基礎技能

(5) 保育実習

(6) 総合演習

別表第７ 養護に関する科目

(1) 衛生学及び公衆衛生学（予防医学を含む ）。

(2) 学校保健

(3) 養護概説

(4) 健康相談活動の理論及び方法

(5) 栄養学（食品学を含む ）。

(6) 解剖学及び生理学

(7) 「微生物学，免疫学，薬理概論」

(8) 精神保健

(9) 看護学（臨床実習及び救急処置を含む ）。



別表第８ 卒業認定に必要な教養教育科目単位数

○各課程共通

卒業要件単位数
科目区分 授業科目群

計 合計

ガイダンス科目 学問の方法 ２ ２

主 学問の世界 ２以上

題 人間と社会 ２以上

科 健やかに生きる ２以上

目 自然と技術 ２以上

人文・社会科学 日本国憲法を含む ２以上
個

自然科学
別

生命・保健科学 健康・スポーツ科学 ２
科

スポーツ実習 １以上
目

情報科学 情報処理入門（情報機器の操作を含む） ２

英語（教育学部） ２

英語（ネイティブ） ２

英語（オラコン）

英語（作文・文法）
４ ２９

英語 英語（読解）
外

英語（検定）

国 上級英語

英語特別演習１
語

英語特別演習２

科 ドイツ語

フランス語
目

中国語

韓国語

ロシア語

スペイン語

イタリア語

日本語（留学生用）

教養教育科目卒業要件単位数合計 ３１

注 外国人留学生が日本語の単位を修得した場合，８単位まで日本語以外の外国語科目[英語(教育学部)
及び英語(ネイテｨブ)を含む。]の単位とみなすことができる。



別表第９ 卒業認定に必要な専門科目単位数

【学校教育教員養成課程】

小学校教育 中学校教育 障害児教育コース 幼児教育
コース コース コース

科 目 区 分 小学校 中学校

教職の意義等に関する科目 ２ ２ ２ ２ ２

学 教育の基礎理論に関する科目 １４ １４ １４ １４ １４
教職に関

部 教育課程及び指導法に関する科目 １０ １０ １０ １０ ４
する科目

４ ４ ４ ４科 生徒指導，教育相談及び進路指導等
に関する科目

目
総合演習 ２ ２ ２ ２ ２

教職に関する科目に準ずる科目 ４ ２ ２ ２ ６

各教科の指導法 １８ (6) １８ ４
教育課程及び指導
法に関する科目

コ 教職に関 教育実習 ６ ６ ６ ６ ６

する科目 教育の基礎理論に関する科目 ２

ー

ス 教育課程及び指導法に関する科目 １８

科 生徒指導等に関する科目 ２

目 教科に関する科目 １８ (30) １８ ３０ １８

コース選択科目 注①１０

特別支援教育に関する科目 ２８ ２８

専修科目 １２ 注②４６(36)

自由選択科目 ８ ７ ９

卒業研究 ６ ６ ６ ６ ６

専門科目卒業要件単位数合計 １０４ ９９ １１０ １０８ ９９

注① 別に定める必修科目６単位を含む。
注② 中学校教育コース専修科目の４６単位には （ ）書きで示された，

各教科の指導法６単位及び教科に関する科目３０単位を含む。

【養護教諭養成課程 】

科 目 区 分 単位数

教職の意義等に関する科目 ２
学

教育の基礎理論に関する科目 １４
部 教職に関

教育課程及び指導法に関する科目 １０
科 する科目

生徒指導及び教育相談に関する科目 ４
目

総合演習 ２

教職に関する科目に準ずる科目 ２

課 養護に関する科目 ４０
程
科 養護実習 ５
目

各教科の指導法（保健） ４

自由選択科目 １０

卒業研究 ６

専門科目卒業要件単位数合計 ９９



別表第１０ 教育職員免許状の種類

課 程 免許状の種類 免 許 教 科 等

小学校教諭一種免許状

， ， ， ， ， ，中学校教諭一種免許状 国語 社会 数学 理科 音楽 美術,保健体育

保健，技術，家庭，英語

， ， ， ， ， ， ，学校教育教員養成課程 高等学校教諭一種免許状 国語 地理歴史 公民 数学 理科 音楽 美術

養護教諭養成課程 工芸，保健体育，保健，家庭，英語

特別支援学校教諭一種免 知的障害者，肢体不自由者，病弱者

許状

幼稚園教諭一種免許状

養護教諭一種免許状



１ 岡山大学養護教諭特別別科規程

（趣旨）

第１条 この規程は，国立大学法人岡山大学管理学則（平成16年岡大学則第１号）に基づき，岡山

大学養護教諭特別別科（以下「特別別科」という ）に関し，必要な事項を定めるものとする。。

（目的）

第２条 特別別科は，資質の優れた養護教諭を養成することを目的とする。

（管理運営）

第３条 特別別科の管理運営は，教育学部教授会で審議し，教育学部長がこれを掌理する。

（入学定員）

第４条 入学定員は，40名とする。

（修業年限）

第５条 修業年限は，１年とする。

（在学期間）

第６条 在学期間は，２年を超えることはできない。ただし，休学期間は，在学期間に算入しない

ものとする。

（教育課程及び単位数）

， ， 。第７条 教育課程の授業科目は 教養教育科目 養護に関する科目及び教職に関する科目に分ける

２ 前項に定める授業科目の名称及び単位数は，別に定める。

（入学資格）

第８条 特別別科に入学することのできる者は，学校教育法（昭和22年法律第26号）第56条第１項

に定める大学入学資格を有し，かつ，保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）第21条各号

のいずれかに該当する者とする。

（入学者の選考）

第９条 入学志願者に対しては，学力試験等を行い，教育学部教授会の議を経て，学長が合格者を

決定する。

（修了）

第10条 特別別科に１年以上在学し，別表に定める修了基準に基づき，38単位以上を修得した者に

は，修了証書を授与する。

２ 保健師助産師看護師法第７条の規定による看護師の免許を受け，かつ，特別別科を修了した者

は，教育職員免許法（昭和24年法律第147号）による養護教諭一種免許状取得の所要資格を得るこ

とができる。

（授業料，入学料及び検定料の額並びにその徴収方法）

第11条 授業料，入学料及び検定料の額並びにその徴収方法に関し，必要な事項は，別に定める。

２ 納付した授業料，入学料及び検定料は，返還しない。

３ 前項の規定にかかわらず，次に掲げる授業料相当額については，当該授業料を納付していた者

の申出により，これを返還する。

一 入学を許可するときに授業料を納付していた者が入学年度の前年度の３月31日までに入学を

辞退した場合における当該授業料相当額

二 前期分授業料徴収の際，後期分授業料を併せて納付していた者が後期分授業料の徴収時期前

に休学又は退学した場合における後期分授業料相当額

（学部学生に関する規定の準用）

第12条 この規程に定めるもののほか，養護教諭特別別科の学生に関し必要な事項は，岡山大学学

則（平成16年岡大学則第2号）その他諸規則中学部学生に関する規定を準用する。ただし，休学に

ついては，通計１年を超えることはできない。

（規程の改廃）

第13条 この規程の改廃は，教育学部教授会の議を経て行う。

附 則

１ この規程は，平成16年４月１日から施行する。

， （ ）２ 平成15年度以前の入学者については 岡山大学学則等を廃止する規則 平成16年岡大規則第１号

により廃止される岡山大学養護教諭特別別科規程（昭和51年岡山大学規程第11号）の例による。



〔 別 表 〕
区 分 修 了 基 準（単位数）

教 養 教 育 科 目 12 以上
養 衛生学及び公衆衛生学（予防医学を含む） ２
護
に 学 校 保 健 ４ 12
関 以
す 養 護 概 説 ４ 上
る
科 栄 養 学（食品学を含む） ２
目 38
教 教育の基礎理論 教育の理念並びに教育に関する歴史 以
職 に関する科目 及び思想 上
に
関 幼児，児童及び生徒の心身の発達及 ２
す び学習の過程
る （障害のある幼児，児童及び生徒の

。）科 心身の発達及び学習の過程を含む
目 教育に関する社会的，制度的又は経

営的事項
教育課程に関す 道徳及び特別活動に関する科目
る科目 10

教育の方法及び技術（情報機器及び 以
教材の活用を含む ） 上。

生徒指導及び教 生徒指導の理論及び方法
育相談に関する
科目
養 護 実 習 ５

備 考 教養教育科目については，日本国憲法，体育，外国語コミュニケーション及び情報
機器の操作に関する科目についてそれぞれ２単位を含めて修得しなければならない。

２ 教 育 課 程

単位修得に関しては，教育職員免許法第５条別表第２のハに示された「免許法の要求」を満たさ
なければならない。そのためこの課程では次のように課程基準を定める。
課程基準及び免許法の要求は次のとおりである。

免 許 状 の 種 類 課 程 基 準 修了要件単位
教養教育科目 １２

養 護 教 諭 一 種 免 許 状 養護に関する科目 １２
教職に関する科目 １０
自由選択科目 ４

計 ３８

３ 養 護 実 習

・養護実習Ⅰは，前期１単位となっているが，事前指導と事後指導に分けて実施されるので，担
当教員の指示に従うこと。

・養護実習Ⅱは，６月に附属校で２週間，１０月に協力校で２週間実施する。なお，次の要領で
行われるが，掲示その他の指示に十分注意すること。
１．時期及び場所

第１回 ６月 ……… ２週間（附属学校）
第２回 １０月 ……… ２週間（岡山市等の小・中学校）

２．実習に参加する者は，事前に行われる健康診断を受けなければなりません。
． ， ， 。３ 単位認定は 教育学部長が 附属学校長及び協力学校長の提出する資料に基づき判定します
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